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平成 3 0 年 5 月 2. 3 日判決言渡 同日判決原本領収 裁判所書記官（酋貸·� 竺
平成 30 年（ネ）第 1 7 2 号 損害賠償請求控訴事件（原審・東京地方裁判所平成 2

7年（ワ）第2 5 1 9 9号）

口頭弁論終結日 平成3 0年3月1 9日

6 判 決

控訴人兼被控訴人 A 

（以下「第 1 審原告一という。）

10 11 控訴人兼被控訴人 e, 

（以下「第 1 審原告•■」という。）

控訴人兼被控訴人． C 

（以下「第 1 審原告� という。）

15 11 上記3名訴訟代理人弁護士 中 村 昌 典

ー・・ ～ー•一 · - 一 ; 甲．．．ー ·
被控訴人兼控訴人 株式会屯

（以下「第 1 審被告.... Jという。）

代表者代表取締役
・

乙

20 

被控訴人兼控訴人 乙

（以下「第 1 審被告-という。）

被控訴人兼控訴人
丙

25 

（以下「第1審被告-りという。）

東京高等裁判所
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上記3名訴訟代理人弁護士
・

土 ＇屋

主 文

1 第1審原告らの控訴に基づいて，原判決を次のとおり変更する。

(1) 第 1 審被告らは，第 1 審原告"'に対し，連帯して， 3 5 6 万 64

00円及びこれに対する第 1 審被告....;'.:--'.)\,\'{"f:l:}JZ)'i)l;2 7 

年 9 月2 5. 日から，第 1 審被佳-・こついては平成2 7年 1 0月2

日から，第 1 審被告、．については平成 27 年 9月 2 0 日から，各

支払済みまで年5分の割合による金員を支払え。·

(2) 第 1 審被告らは，第 1 審原告.. に対し，連帯して， 3 5 0 万 3

400円及びこれに対する第1審被告....については平成2

7年9月25日から，第1審被告、．については平成2 7年1 0月
丙

2日から，第1審被告-については平成2 7年9月20日から，

各支払済みまで年5分の割合による金員を支払え。

(3) 第1審被告らは，第1審原告．． ＇こ対し，連帯して， 3 4 3万9

5 0 0円及びこれに対する第1審被遭1111111については平成2

7年9月2 5日から，第1審被告-については平成2 7年1 0月
丙

2日から，第1審被告・■については平成2 7年9月20日から

各支払済みまで年5分の割合による金員を支払え。

司

20 

2 第1審被告らの控訴をいずれも棄却する。

3 訴訟喪用は，第1, _2審を通じ，第1審被告らの負担とする。

4 この判決は，第1項に限り，仮に執行することができる。

事実及び理由

26 

第1 当事者の求めた裁判

1 第1審原告らの控訴の趣旨

主文同旨

2 第1審被告らの控訴の趣旨

東京高等裁判所
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(i)原判決中，第1審被告ら敗訴部分を取り消す。

(2) 第1 審原告らの請求をいずれも棄却する。

(3)訴訟費用は，第1, 2審を通じ，第1審原告らの負担とする。

第 2 事案の概要

5
 

10 

z 面 甲
1 第 1 審原告らは，第 1 審被告-及び同.勧誘を受けて，第 1 審被告．．
ー及び同.ゞ営んでいた放置自転車回収・販売事業のパートナー制度への

加盟を申込み，加盟金及びシステ
A 

胡利用料（第1審原告..ついては加盟金の

み）名目で，第1審原告．．は 3 2 6万6 4 0 0 円， 320 万 3400同．、

円，同．．は 3 1 3 万 9500 円をそれぞれ支払った。
z 

本件は，第1審原告らが，第1審被告．． 及び同．、め加盟金取得目的の受託

詐欺若しくは募集詐欺又は情報提供義務違反という共同不法行為によって，加盟

16 

20 

26 

金，システム利用料及び弁護士費用（各 3 0万円）相当額の損害を被ったとして，

第1審被告らに対し，本判決主文第1項記載の損害賠償金及びこれらに対する不

法行為後の日（訴状送達の日の翌日）から支払済みまで民事法定利率年 5 分の割

合による各遅延損害金の連帯支払を求める事案である。

2 原判決は，第 1 審被告らの共同不法行為責任を認めた上で過失相殺（第 1 審原

告らの過失割合各5 0%)をし，第1審原告らが支払った加盟金及ぴシステム利
A 

用料の50%相当額に弁護士費用各1 .6万円を加算した額
B 

（第1審原倒．．に
つき 1 7 9万 3 2 0 0 円，同．．につき 1 7 6 万 1 7 0 0 円,同,. につき 1 7

2 万 9 7 5 0 円）並びにこれらに対する各遅延損害金の限度で第 1 審原告らの

請求を認容し，その余の請求を棄却した。これに対して，双方がそれぞれの敗訴

部分の全部を不服として控訴した。

第3 当事者の主張

1 第1審原告らの主張（請求原因）

(1)第1審被告らの事業

第1審被告．．． し，放置五転車の回収・販売業等を営む会社であり，

東 京 高 等 裁 判 所
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5

第1審被告．、はそ の代表取締役である。第 1審被告"は.---と

いう屋号で第1審被告．． 、．．と共同で放置自転車の回収・販売業を営んで

いた者である。
乙 \?;i

(2) 第 1 審被告．． 及び同．．こよる勧誘
乙

第 1 審被告••及び同、•ま， 放置自転車回収・販売業に新規参入しても容

易に利益が上げられないことを知りながら，容易に利益が上がるかのように装

10 

16 

20 

26 

って，事業への加盟者（パートナー）を募り，加盟金及びシステム利用料の名

目で新規加盟者から金員を取得することを計画した。第 1審被告‘’及び同

●●は，新規加盟者がパートナ ー になっても容易に利益を得られるほどのノウハ

ウもビジネスシステムの構築もないにもかかわらず，第1 審原告らに対し，放

置自転車は無限にある，ライバルのいない未開拓市場（ブルーオーシャン）で

あるなどパートナ ー制度による放置自転車回収・販売業が優れたビジネスモデ

ルであるかのような説明を行い，既存パートナーの大半は採算が取れていない

ことを隠し， パートナー になれば月7 0万円ないし_100万円の売上げが得ら

れる，うまくいっていない人は1人もいないなどと説明して勧誘した。これら

の勧誘は，詐欺にほかならない。また，フランチャイズ契約締結に当たって求

められる情報提供義務に違反している。

(3) 第1審原告らによる加盟金及びシステム利用料の支払
7., tfl 

第 1 審原告らは，第 1 審被告．．及び同� 放置自転車回

収・販売業のパートナーになれば安定した収入が得られると誤信し，パートナ
A 

ー制度への加盟を申し込み第 1 審原告．． ＇ま加盟金名 目て3 1 3万9 5 0 0

円及びシステム利用料名目で1 2万6 9 0 0円の合計326万6400円，第
B 

1審原告-ま加盟金名目で3 1 3万9 5 0 0円及びシステム利用料名目で
C 

6万3906円の合計3 2 0万3400円，第1審原告.加盟金名目で3

1 3万9 5 0 0円をそれぞれ支払った。

(4) 第 1審被告らの責任

東京高等裁判所
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第1審原告らに対する勧誘は，第1審被告一伶び同.. め共謀によるも

のである。第1審被告、・は第1審被告．．． � 同

社の職務に関し第 1審原告らを勧誘したものである。したがって，第 1 審被告

らは第 1 審原告らに対し共同不法行為責任を負う。

(5) 第1審原告らの損害

ア 第1審原告らは，第1審被告らの共同不法行為により，第1審被告らに対

し支払った前記(3)の加盟金及びシステム利用料名目の金員並びに弁護士費
.A 

用（各3 0万円）相当額の損害を被った。第1審原告■■の損害額は3 5 6

万6 4 0 0円，同�損害額は3 5 0万3400円，同＇．． の損害額は3

43万9 5 0 0円である。

イ 過失相殺について

本件は加盟金取得目的の悪質な故意による詐欺事案であるから，過失相

殺は認められるべきではない。

(6) よって，第1審被告らに対し，共同不法行為による損害賠償請求権に基づい

て，前記(5)アの各損害額及びこれに対する各遅延損害金の連帯支払を求める。

2 第1審被告らの認否及び主張

(1) 請求原因(1)は認める。

(2) 同(2)は否認し争う。

(3) 同(3)のうち，第 1 審原告らが加盟金及びシステム利用料を支払った事実は

20 11 認め,, その余は否認し争う。

(4) 同(4)及び同(5)アはいずれも否認し争う。

(5) 過失相殺

5

LO 

16 

第 1 審原告らには重大な過失があるから，過失相殺が認められるべきであ

る。
9

26 11第4 当裁判所の判断

1 判断の概要
I·

東 京 高 等・裁 判所
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当裁判所は，本件については，第1審被告-及び同-ゞ共謀の上，第1審

原告らに対して，受託詐欺又は募集詐欺ともいうべき詐欺行為を故意により実行

し，加盟金等を詐取したという事実を認定するものである。当裁判所は，この認

定事実によれば，第 1 審原告らの請求は，全部認容することができると判断する。

その理由は， 2 以下に説示するとおりである。

2 認定事実

当事者間に争いのない事実，証拠（甲 26~28, 第 1審原告ら本人尋問の結

果のほか，掲記の各証拠）及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認められる。

(1) 当事者

· 10 "· 

16 

乙 甲

ァ
�

—は第 1 審被告•—の代表取締役である。第 1 審被

は，平成 1 6 年頃から，首都圏で放置自転車の回収・販売業を
• � 乙 ．

畔ょうに箪った。第1審被告-ま，第1審被告-の勧誘を受け，第1

審被古-と提携して，同じく首都圏で放置自転車の回収・販売業を

営むようになった。第 1 審被告ら自身は，大学などの大口の回収先を確保す

ることにより，・ 安定した経営をしていた。 （甲 2, 乙 1 1) 

イ 第1審被告．．及び同-fま，共同して，放置自転車回収 ・ 販売業への加

盟者（パートナー）を募り，加盟金及ぴシステム利用料の名目で加盟者から

1 人当たり 3 0 0 万円程度の金員を取得することを計画した。第 1 審被告
乙 而

ー及び同一は，後記(3)のとおり，宣伝と勧誘のための書籍を出版し，後

20 記(4)のとい，有料セミナー の参加者に対してパートナー制度への加盟を

勧誘した。 （甲2, 乙1 4) 
z 

.. 丙
ウ 第1審原告らは，いずれも第1審被告．．及び同••の勧誘を受けてパ

ートナー制度への加盟を申込み，後記(5)ないし(7)のとおり，加盟金及びシス
C 

テム利用料（第 1 審原告••は加盟金のみ）名目で金員を支払った者であ

26 る。

(2)平成2 5年頃の放置自転車販売 ・ 回収業の実情

' . 東京高等裁判所
- 6 -
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放置自転車回収・販売業は，平成25年の時点ですでに大手も含めて多数の

業者が参入しており ？ ライバル業者のいないブルーオー シャン（末開拓市場）．

ではなかったO， 大学，病院，大型団地及び商業施設などの大口回収先は，す

でに特定の回収業者と提携しているところが多かった。第1審被告らも大口

回収先となる大学や病院を取引先として確保しており，この大口回収先を新

規加盟者（パートナー）に譲る意思は全く持っていなかった。また，公共機

関等の放置自転車は，自治体が条例等によっ て定めた方法に従って回収され

ており，民間企業は回収できないことが多かった。第1審被告らは，このよ

うな事実関係を知っていた。したがって，放置自転車は無限にあるとか，ラ

イバル業者のいない未開拓市場（ブルー オー シャン）であるとか説明したと

すれば，それが虚偽説明となることは明白であった。このような状況の下で

は， パートナーが自らの営業努力によって回収できる放置自転車の台数はわ

ずかであり， パートナーが増えれば増えるほど収益源（パイ）は減ることに

なるから，そもそも多数のパー トナー を集めて放置自転車回収・販売業を行

っても， パ
ー

トナー が利益を上げることは極めて困難であった。 （甲1 6-,

17, 20~23, 26~28, 30~32, 乙11~13)

(3)本件書籍1• 2の出版及びその内容

ア本件書籍1

第1審被告・.�, パートナー制度による放置自転車の回収・販売業の宣

伝・勧誘手段として，平成2 5年2月，

」と題する書籍（甲9, 以下

「本件書籍1」という。）を，株式会朴-から出版した。

本件書籍1の表紙には， 「放置自転車を1 0億にした男」， 「自転車を拾

っただけで1 0億円！」，帯には「誰も気づかなかった,! 〈感謝〉と〈お金〉

を同時に手にする方法」 「週末副業から始められる、エコで自由なビジネス」

といったキャッチコピーが記載されていた。

東京高
・

等裁判所
- 7 -
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本件書籍1の本文には，第1審被告．． は，大学に放置された自転車を回

収 ・ 販売して 1 日で 3 0 万円を稼いだことをきっかけに，放置自転車の回収

・販売業に乗り出し，平成 1 6 年からの数年間で 1 0 億円を稼いだ ， 放置自

転車はどこにでもいくらでもあるから，他社が参入しても「パイの奪い合

い」にはならない，少しでも多くの人が放置自転車ビジネスに参入し成功す

ることを願って本件書箱1を執筆したなどと記載されている。
丙 甲

本件書籍 1 には，第 1 審被告••か，千葉県船橋市で，第1 審被告.. 

-.!:: 提携して放置自転車の回収・販売業を営むようになり，月平，均約6 0 

10 

16

万円の収入を安定して得るようになったと記載されている。また，第1審被

告．、発言と して，放置自転棗の回収 ・ 販売業は，リスクのない「楽ちん」

な商売である第 1 審被告--の ゜ハ ー トナー になったことで，顧客か

らも信頼され，輸出業者の紹介もしてもらえたので売り先に困ることもな

かった，これまでに最高で月約 100 万円の収益を上げた，放置自転車ビジ

ネスに全てのヵを注げば月に 2 0 0 万円位の収益を上げることができるは

ずであるなどと記載されている。 （甲9)

イ本件書籍2'

第1審被告．．は，平成25年7月，

20 

26、

と題す

る書籍（以下「本件書籍2」という。）を，株式会社�ヽら出版した 。

本件書籍 2 では，放置自転車回収・販売業が紹介されており，本件書籍 1 を

読むよう勧める記載があった。・ （乙 1 1 の 3)

(4)本件セミナーの開催及びその内容

ア 第 1 審被告・及び同‘‘ま，都内有楽町の「東京国際フォ ー ラム」内の

会議室を借りて， 「放置自転車ビジネスセミナー 」と題する有料セミナー（参

加費1方 p:], 以下「本件セミナー」という。）を複数回にわたって開催し，

各回 1 0 名前後の参加者に・対しパートナー制度への加盟を勧誘した。

東京高等裁判．所
- 8 -
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イ 第 1 審原告らは，本件書籍 1 (第 1 審原告

書籍1及び2の両方）を読んで，第1審被戸

び同-こついては本件

ゞ放置自転車回収・・販売業

5

10 

16 

20 

26 

によって千葉県で月 6 0 万円もの収入を安定して得られている9 のであれ

ば，都心ではもっと高しヽ収入を得られるのではないかと考え，放置自転車回
A 

収 ・販売業のパートナー制度に関心
B 

を持った。第1審原告・■は平成2 5年

4月26日，同-'i同年8月2日，同・ロお平成26年2月1 4日，それ

ぞれ本件セミナーに参加した。 （乙1 5, 1 6.)

ウ第1審被告-及び同.'i, 本件セミナーr-おいて， パ ワ ー ポイ/卜の

スライドを印刷した資料（甲2)を配付した上，パワ ー ポイントを使って放

置自転車回収・販売業のパートナー制度について説明し，同制度への加盟を

勧誘した。配布資料（甲 2) には，以下のとおりの記載がある。

げ） 放置自転車を 1 0 億にした男 --IJプロフィ ー ル
・
（スライド番

号 2)

有料による自転車撤去は，ライバルが見当たらないオンリー1を確立

大学の放置自転車撤去においても業界NO. 1を確立

（イ）放置自転車撤去のノ•ウハウを公開した訳（スライド番号 6)

誰もが稼ぐことが出来る仕組みを考え出した 撤去ノウハウと仕組み

を使えば誰でも稼げる 仕入れ，在庫，売る苦労もない方法！

（ウ）放置自転車ビジネスのポイント2 (スライド番号1 9)
f

甲

喜•■------には撤去依頼が来るのか？ →圧

倒的な実績と，．責任の所在がはっきりとした撤去ノウハウ

に）放置自転車ビジネスのポイント 3 (スライド番号 2 0)
平

�, の輸出業者を使うことができる 自転車を撤去することが

出来れば，すぐにお金に変えることができる。

困輸出業者①～③ （スライド番号25~27)

（回収された放置自転車を） 8 0 0 円 ~1000 円で買います！

東京 高等裁判所．
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渤 数の原理で優位に立つ1 （スライド番号 4 0)

パートナーが集まると自転車が集まる 自転車が集まると好循環が生

まれる ひとりひとりの撤去台数は少ないが皆の力がひとつになると輸

5 （キ）

出業者をコントロ ールできる

放置自転車ビジネスシミュレー ション （スライド番号5 9)

年収 5 0 0万円→年収 700万円→さらなる展開可能

手元に残る

1 6 9 万円

年間576万円手元に残る

5 7 6万円 +169 万円=745万円

（ク）

10 

円手元に残る

毎月 4 8 万円

その他年間で見込まれる収入

入 144 万円 1 0 2 万円 +144 万円 =.2 4 6万円

桝

15 （コ）

防

放置自転車ビジネスシミュレー ション（副業） （スライド番号6 0)

年収 1 o·o 万円→年収 240 万円→さらなる展開可能

年間 1 0 2 万円手元に残る

パートナー参加費（スライド番号6 3)

パートナー参加費2 9 9万円

2 9 9万円は高いか？ （スライド番号6 7)

毎月 8. 5万

その他年間で見込まれる収

システム利用料3万円／月 ＋消費税

、この仕組みができるまでお金と時間がかかっている(8年 1 億・・・）

お金を生むノウハウを2 9 9万円で買う

普通のビジネスと比較してみてください（スライド番号6 5)·

実績・信用・信頼を使える

スタ ー ト時点で圧倒的 未開拓市場（ブルー オ-シャ

他人の1)ソ ースを活用（輸出業者）. z、
第 1 審被告・■扱び同、・は本件セミナー及びその後の面談におしヽて，

第1審原告らに対し，前記ウの配付資料（甲2)に沿った説明をしたほか，

経費ほとんどかからない 答えがある（ピ‘

20 ジネスパジク）

ン）�

工

26, 

・放置自転車は回収しきれないくらいの量がある，放置自転車ビジネス業界

はライバル業者がいないブルーオーシャン（未開拓市場）である，一人勝ち

状態だから加盟するなら今がチャンスだ，チラシをまぐだけで依頼が来る，

東 京 高 等 裁 判 所
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5

パートナー になることで月 7 0 万円から 1 0 0 万円程度の収入が得られ

る，すでに加盟しているパートナーで結果の出ていない（うまくいっていな

い）人はいないなどと内容虚偽の説明をgいパートナー制度への加盟を勧·
s 

誘した。また，第1審原告．． 及び同．．が参加した本件セミナー には，す

でにパートナー となっていた•• （例外的に小規模な回収先を確保してい

した。

ア

JO 

る。）が講師として参加しており，月 50 万円の利益を上げているなどど話

（第 1 審被告．． 沐人）A 
(5) 第 1 審原告-の加盟申 込みと加盟金等の支払

第1審原告＇．鼻ま，会社員として働いていたが，本件セミナー及びその後
乙 西

の面談において，第 1 審被告＇�及び同••から前記(4)のとおりの内容虚

偽の説明を聞き，説明内容が真実であると誤信したため，パートナー制度に

加盟すれば月 70 万円以上の収入を得ることができると考え，加盟を決意

した。

ィ

15 

・
ウ

20 

第1審原告-は，加盟金名目で，平成2 5年5月 7 日に3 0万円，同月

3 1 日に 283 万 9 5 0 0 
雨

円，合計 3 1品万 9 5 0 0 円を，第 1 審被告一

及び同．．が指定した「．．．．． ＇�」名義の口座（以下

「本件口座」とい
A 

つ。）に振り込んで支払った。 （甲5)
面

第1審原告一は平成2 5 年 6 月 26 日， ．． � 「パート

ナー加盟申込書」 （甲3)に必要事項を記入の上，署名押印した。第1審原
A 丙

告＇．と第1審被告�第1審原告-のエリア（商圏）を

江東区，中央区，千代田区とすることで合意した。商圏の意味（契約上の効

果）は全く不明なままであったが，別の商瀾を指定する場合には別途加盟金

工

25 

を支払う必要がある旨が申込書に記載されていた。 （甲 3)

第1審被告らは，加盟したパ ー トナー に対し，ビジネスパックと称 るマ

ニュアルやチラシの書式等（乙 1 1) を配布しており，第 1 審原告-もこ

れを受領した。

東京 高 等 裁 判 所
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6

10 

ー5 

20 

オ 第1審被告らは，加盟したパートナー に対し，第1審被告らや他のパート

ナーから営業のノウハウを学訊質間に対する回答を受け，業務に関する連

絡をする場と称して，チャットワ ー クシステムを提供し，パートナーからは
A 

シ勾テム利用料名目で月額3万円（税別）を徴収していた。第 1 審原告．． ＇

は，システム利用料の名目で，平成 2 6 年 1 月 5 日，同月 3 0 日，同年2 月

2 7日に各3万1 5 0 0円，同年3月2 7日に3万2400円，合計1 2· 万

6 9,0 0 円を本件口座に振り込んで支払った。 （甲5, 乙 1 2~1 4)

(6) 第1 審原告．，の加盟申込みと加盟金等の支払
B 

ア 第 1 審原告一は自営業を営んでいたが，本件セミナー及びその後の面
乙

談において，第1審被告-及び同、.ヽら前記(4)のとおりの内容虚偽の

説明を聞き，説明内容が真実であると誤僧したため，パートナー制度に加盟

すれば月7 0万円以上の収入を得ることができると考え，加盟を決意した。
B 乙

B 
＊とイ 第1審原告-Iま，平成25年9月上旬頃，第1審被告-及び同

面談しパー， トナ ー制度への加盟を申し込んだ。 第1審原告-1ま，加盟申
乙 雨

込書を作成しなかっ tこ。第1審原告-ま，第1審被告．． 及び同．． ＇と

の
間で，第 1 審原告••のエリア（商圏）を世田谷区，狛江市，調布市とする

ことで合意した。商圏の意味（契約上の効果）は，全く不明なままであった。

ウ 第 1 審原告、口，平成2 5 年 1 0 月 1 8 日，加盟金名目で 3 1 3万 9 5

0 0円を本件口座に振り込んで支払った。また，システム利用料名目で，平

成2 6年2月28日に3万1·5 0 0円，同年3月2 8(日に 3 万2400円，

合計6万3900円を支払った。 （甲6)

工 第1 審原告＇．．は第 1審被告らからビジネスパック（乙 1 1) を受領し

I 

た。

25 

(7) 第 1審原鵠■iの加盟申込みと加盟金の支払
C 

ア 第1審原告．．は，会社員として働いていたが，本件セミナー及びその後
乙

の面談において，第 1 審被告．．及び同., ら前記(4)のとおりの内容虚

東京高等裁判所
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偽の説明を聞き，説明内容が真実であると誤信したため，パートナー制度に

加盟すれば月 70 万円以上の収入を得ることができると考え，加盟を決意

した，

ィ

5

ゥ

第 1審麟Iiiま，平成 26年 3 月 1 8 日，加盟金名目で3 1 3 万 9 5, 0 

0円を本件口座に振り込んで支払った。 （甲7)
C 面

第 1 審原告．． は平成26年 3 月 2 3 日，-■• 品ての「パー ト

ナー加盟申込書」 （乙 1 9) に必要事項を記入の上，署名押印した。第 1 審
. C 乙 而 C 

原告．． に第1審被告・■及び同••との間で，第1審原告·・ト工リア

10 

は別途加盟金を支払う必要があることが申込書に記載されていた。

9) 
A B 

·(s) 第1審原告．．及び同．．の営業の結果

第1審原告・ま，平成25年7月からパ..:...トナーとして放置自転車回

-ま,•第収の営業を開始した。第1審原告 1審被告らから渡されたチラシ

数千枚を担当エリアのほとんどすべてのマンションや商業施設等に配布し

たが，ほとんど反響はなく，ごくわずかな台数しか放置自転車を回収するこ

とができなかった。平成 2 5 年 7 月の売上げはゼロ，同年 8 月から 10 月ま

での売上げも2万円前後にとどまっt�
A . 

し。第1審原告．． ま，同年1 0月にそ

れまで勤務していた会社を辞めて放置自転車の回収・販売業に専念したが，

回収依頼！まほとんどなく，同年7月から平成? 6年4月までの間の売上高

は，最も多い月で 1 6 万 0 6 0 0 円，月平均は約 4 万円（システム利用料を

控除すると利益は月平均約 so o·o 円）

第 1 審原告．、「は，平成 2 5 年 1 1 月からパートナー として放置自転車
� 

回収の営業を開始した。第1審原告．． 『は，担当エリアに数千枚のチラシを

配布したが，同月から平成2 6年 4 月までの売上げは，最も多い月で7万7

ア

16 

20 

であった。 （甲1 5, 

ィ

26 

,(商幽）を渋谷区及び世田谷区の一部とすることで合意した。商圏の意味

（契約上の効果）は全く不明なままであったが，別の商圏を指定する場合に

（乙1

1 8) 

東 京 ．高 等 裁 判 所
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16 

20 

25 
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' ' ' ‘”

5 1 0 円，月平均は約 4 万 7000 円（システム利用料と控除すると利益は

月平均約1万5000円）であった。 （甲I 5, I 8)

(9)他のパートナーの営業結果

平成2 5年頃以降，第1審被告らの放置自転車回収・販売業のパートナーと

なった事業者の大半も，第1審原告-び同.と同様，売上げはせいぜい

数万円程度にとどまり，システム利用料を控除すると赤宇（利益が全く上がっ

ていない）のパートナー もいた。第1審原告らは，平成
26 年4月，当時第1

審被告らのパートナー となっていた1 4 名が集まる会合に参加して，他のパー

トナー も大半が，放置自転車の回収台数が非常に少なく，事業として成り立っ

ていないことを知った。 （甲 13, 14, 16~18, 30~32)

(lQ) 第 1審原告らのチャットワ ー クシステム接続の第1 審被告らによる遮断
A 

ア第 1 審原告．． は，平成 2 6年 5月1 5日頃，他のパートナー とともに，

第1審原告ら訴訟代理人を通じて，第1審被告らに対し，権利義務関係を明

確にすること，ノウハウを提供すること，エリア（商圏）を確立し，パート

ナー間の不公平を是正ずることなどを求める申入れ書を送付した。 （乙1)

イ 第1審被告らは，平成 2·6 年 5 月下旬頃，第1審原告らのチャットワ ー ク

システムヘの接続を第1審原告らの事前の了解なく 一方的に遮断した。第1
A B 

審原告a&び同．．は，圏額の加盟金の返還も受けていないのにパー 卜

ナー として放置自転車の回収・販売業を継続することができなくなった。第C 
1審原告．．は， 高額の加盟金の返還も受けていないのに，パートナー とし

ての営業を開始することすらできなかった。

3 第 1 審被告らの共同不法行為の成否について

(1)契約主体及び内容の不明確性
A C 

前記2認定のとおり
而

，第1審原告．． 及び同-ま， パートナー制度への申

込みに際し.....宛ての加盟申込書（甲 3, 乙 1 9) を作成している

が，第1審原告-:l:f'F�L,-n,t�v'a. ffi Hila!ffi1!\'- t> l'i-t:M,t'ti, 3 o o 万円内

東京 高等裁判所
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ヘ●， 咋へ 、勺 ' '

' ' 勺

外の加盟金を支払っているにもかかわらず，上記加盟申込書にょっても，第1

5
 

10 

16 

20 

26 

・審原告ら及び第1審被告ら側の契約主体がそれぞれどのような権利を取得し，

義務を負うのか明らかでなく，そもそも第1審被告ら側の契約主

のか(-—と第 1 審被-固人か，第1審被叫■.:;;�:
れとも双方か）すら明らかでない。また，上記加盟申込書以外にこれらの点を

明らかにする契約書等の文書は作成されていない。そうすると，•第1審被告ら

は，契約の主体も内容も不明確なままに，第1審原告らから加盟金及びシステ

ム利用料名目で金員を取得したといわざるを得ない。

(2) 第 1 審被告らのパートナー制度の根本的な欠陥

ア 前記2認定の事実及び証拠（甲1 6. , 1·7 , 2 0 ,.._, 2 3 , 2 6 ~ 2 8 , 3
z、

0~3 2, 乙1 1 ~ 1 3 土

A 
，第1審骨口ら本人，第1審被告．． 広人）を総合

すると，第1審原告.伽び同．． 「のほか，第1審被告らのパートナー が放

置自転車回収 ・ 販売業によって利益を上げることができなかった原因とし

て，以下の事情があったと認められる。

げ）前記2(2)のとおり，放置自転車回収・販売業には既に多くの業者が参入

済みであり，放置自転車は無限にあるとか，ライバル業者のいない未開

拓市場（ブルー オー シャン）であるとかいう第1審被告らの説明は虚偽

であった。また， パートナー のエリア（商圏）である千代田区，中央区，

江東区，渋谷区，世田谷区，調布市などに所在する病院や大学等の大口の
・ ・ 甲

回収先は，すでに第1審被告-・fbゞ回収先として押さえており

第1審被告．． 、．． とパートナー との間で競業関係が生じている場合

があった。第1審被告らは，このような競業関係も第1審原告らに説明
・

しておらず，商圏内においては独占的な営業ができるという錯覚に陥っ

ていた。

（イ） 自転車回数台数が少ないと，自転車輸出業者（前記2(4)ウの国，保�），（力），

傍）参照）に回収した自転車を買い取ってもらうことは固難であった。第

東京高等裁判所
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1審被告らは， パートナーに対し，隣接するエリア（商圏）のパートナー

6

10 

15 

20 

と協力して放置自転車の台数を40台から5 0台にまとめて輸出業者に

買い取ってもらうよう指示していたが，そもそも隣接するエリア（商圏）

でも放置自転車が回収できておらず，台・数をまとめるために回収に時間

がかかると団地などの回収先から回収をキャンセルされるなどして，第

1審被告らの指示どおりにはならなかった。

（ウ） 商圏（エリア）の指定の目的や効果が不明確であり，独占的営業ができ

るかの錯覚に陥らせて加盟金3 0 0万円を支払わせる道具となってい

た。第1審被告らは， パー トナー に指定したエリア（商圏）を，後から加
B

盟した他のパートナー にも割り振っ tこ（第1審原告-(7):C. リァ僑回

である世田谷区の一部を第1審原告．．に割り振ったのもその一例）。

このため， パートナー 同志が同じエリア（商圏）内で競業関係に立つ結果

になることがあった。また，第1審被告．、-が押さえた大口の回

収先を， エリア外のパートナー に割り振るなど，不公平な利益の分配も

行っていた。

(::c) 第1審被告らは，加盟を申し込んだパー トナー に対し「ビジネスパッ

ク」 （乙1 1)を交付したが，その大半は，チラシ，警告文書，報告文書

の書式等であって，放置自転車回収・販売業によって売上げを上げるた

めの特別なノウハウが含まれているものではなかった。また，実際にも

売上げ拡大にはほとんど効果がなかった。第1審原告
甲

• 。及び川・が

第1審被告らの名前 (1

26 

一）がヽ入ったチラシを配布しても，反響はほとんどなかった。すで

に多数の業者が放置自転車回収 ・ 販売業に参入している状況の下では，

第1審被告らにパー トナ ー の売上げにつながるほどの実績や信用があっ

たとは認められない。

け） 第1審被告・＇及び叫‘‘ま， パー トナーに対し，チャットシステムを

東京高等裁判所
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（力）

5

10 

通じて助言や指導（乙1 2, 1 3)をしていたが，その内容は叱咤激励の

城を出るものではなく，売上げを上げるための具体的な助言や指導はな

かった。

パートナ ー は第1審被告らから自転車輪出業者の紹介を受けることが

できたが，買取実現や買取価格の保証はなく，放置自転車の買取価格は，

個々のパートナー の交渉に委ねられていた。パートナーは輸出業者から

買い叩かれることが多く，本件セミナーの配布資料（甲2)に記載された

1台800円から1 0 0 0円の価格で買い取ってもらえることは稀であ

り，実際の買取価格はせいぜい5 0 0円程度であった。台数が少ないの

で買い取ってもらえないことも多かった。また，輸出業者との交渉に関

イ

しても，第1審被告らから有益な指導や助言は得られなかった。

前記アの事情を総合すると，第1審被告.及び同、．が考案したパー

トナー制度による放置自転車回収・販売業は，そもそも大半のパートナーが

利益を上げることすら困難な欠陥ビジネスであり，第1審被告らにはパー

15 

I 

トナーに利益を上げさせるだけのノウハウも信用もなかったといわざるを
乙 而 ・

得ない。第1審被告・·及び同-が勧誘の際にしfこ「パート ナーになれば

月7 0万円から1 0 0万円程度の収入が得られる」

り得ない話であったというほかない。

20 

·25

という説明はおよそあ

ウ 第1審被告らは， パ ートナー の中には高額の利益を上げた者もいると主

張し，これを裏付ける証拠として領収害控や通帳等（乙2 0, 2.3)を提出

している。しかしながら；前記ア（ウ）のとおり，第
可

1審被告--1;大口

の回収先をそのエリア（商圏）のパートナー には割り振らず，裁盤によって
し

乙 雨
特定の他のパートナー （たとえば，第1審被告-仮び同-こよる勧誘の

際に講師役を務めるパートナー など）に割り振るなど，不公平な利益分配を

行っていたことを考慮すると，上記証拠によって前記イの認定を左右する

には足りない。

東 京 高 等 裁 判 所

- 17 -
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10 

また，第1審被告らは，第1審原告らは副業として放置自転車回収業のパ

ートナー に加盟したと主張し，申込書（甲3'乙1 9)に申込時の現職の記

載があることを援用し，・主張に沿う内容の陳述書（乙1 4)を提出し，供述
乙

（第1審被告．． 本人）をする。しかしながら，第1審原告らの陳述書や本

人尋問の結果に照らし，前掲各証拠は採用することができず，他に副業とし

て加盟したことを認めるに足りる証拠はない。
z 雨

(3) 第 1 審被告．． 及び同a>詐欺

ア 前記2及び 3(2)認定の事実を総合すると，かねてから放置自転車回収・販
2. 雨

売業に従事していた第1審被告-及び同 ．． は，第1審原告らを勧誘し

た時点で，すでに多数の業者が同業に参入しており，3 0 0 万円内外の加盟

15 

20 

25 

金を支払ってパー トナーとして新規加盟者になっても，自らの営業努ヵで

回収できる自転車の台数はわずかであることを知っていたと認められる。乙 丙
また，第1審被告．．及び同-りゞ第1審原告らを勧誘した時点で，それ以

前に加盟したパートナ ー の大半はせいぜい月数万円程度の売上げしか上げ

られない状態であり，第 1 審被叫•及び同、□まそのことを認識してい
乙 面

たと認められる。そうであるにもかかわらず，第1審被告．． 及び同 ．． 

は，第1審原告らに対し，放置自転車は無限にあり，ライバルのいない末開

拓市場（ブル-オー シャン）であって，パートナー になれば，月 70 万円な

いし1 0 0万円程度の収入を得ることができる，結果の出ていないパート

ナーはいないなどと虚偽の説明をして第1審原告らを勧誘した上その旨誤

信させ， 1人当たり310万円内盆の加盟金を支払わせてこれを受領して

いるから，第1審被告．． 駆び同.勧誘行為は，故意による詐欺として

不法行為に該当するといえる。

イ 第1審被告らは，勧誘に当たっては一定のセ ールストークは許されてい

ると主張する。しかし，前記 2(3)及び(4)において認定したとおり，第 1 審被
乙 而

晴．．及び同．．は，株式会社・--も出版した本件書籍1で，放置自

東京高等裁判所
- 18·
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Z, 

転車回収・販売業に
\Fl 

よって第 1 審被告-;数年間で 1 0 億円，第 1 審被告

．． が月平均約60万円の利益を稼いだ実績がある と記載し；本件セミナ

ーにおいては，月 7 0 万円から 100 万円程度zの収入を棗ることができる

と説明しているところ，そもそも第 1 審被告� び同・■が考案したパ

ードナー制度には前記(2)のとおり根本的な欠陥があり

び同atttけ

，第1審原団、＇及．

ではなく，他のパートナーの大半も，せいぜい月数万円程度の
乙 丙

売上げしか上げることができていない。第 1 審被告�び同�勧誘

は，セ ールスト ー クの範囲にとどまるものではなく ・，故意による詐欺に当た

ることは明らかである。

(4)第1審被告らの共同不法行為責壬h 面

ア 以上によれば，第1 審被告．． 及び同••は前記(3)の詐欺行為につい

て，第 1審原告らに対し共同不法行為責任を負うといえる。なお，以上によ

れば，第1審被告らに，第1審原告らが主張する情報提供義務違反があるこ
Z, 

とも明らかである。第1審麟••は第1審被告••ヽ．．の代表取締役

として，同被告の業務に関して勧誘行為を行ったと認められるから，第 1 審

被晴.ヽ．．もまた，第 1 審被告・、及び同、鳳ともに第 1 審原告ら

に対し共同不法行為責任を負う。

イ 第1審被告らは，第1審原告らとの間で理由の如何にかかわらず加盟金

等を返還しない旨を合意していたがら，第 1 審原告らの損害賠償請求は認
A e, 

められないと主張している。確かに，第 1 審原告�び同-ゞ作成した

.「パートナ,__:加盟申込書」 （甲 3, 乙 1 9) には，その旨の記載がある。し,.

かし，加盟金の取得自体が第1審被告らによる不法行為の結果によるもの

であり，第1審被告ら主張の合意があったとしても，詐欺による不法行為に

基づく損害賠償義務が消滅するものではない。第 1 審被告らの主張は理由

がない。な•お，前記(1)認定のとおり，上記申込書からは契約の主体も内容も

明らかではないから，上記記載をもって第1審被告ら主張に係る合意が成

東京高等裁判所
- 19 -
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立したとも認められない。

4 第1審原告らの損害及び過失相殺の可否

(1)加盟金及びシステム利用料相当額の損害

ア前記2認定の事実によれば，第1審原告らが支払った加盟金及びシステ
A B 

ム利用料（第1審原告-326万6 4 0 0 0万3400円，
C 

円屑-32

同- 1
z 

3万9 5 0 0円）は，第1審被告．． 扱ぴ同、．乃違法な詐欺に

よる勧誘によって支払われたものというべきであるから，第1審被告らの共

同不法行為による損害額と認められる。

イ 第1審被告らは，第1審原告らは，第1審被告らからビジネスパックの提

供を受け，第1審被告らのチャットワ ー クシステムを利用しており，加盟金

及びシステム利用料相当額の利益を得ているから，第1審原告らに損害は発

生していないと主張する。しかしながら，第1審原告らは，・第
Z 

及び同.

1審被告-

詐欺によって，加盟金及びシステム利用料相当額を蒻し取られ

たものであり，第1審被告らのビジネスパック及びチャットワークシステム

によって何らかの利益を得たとは認められない。第1審被告らの主張は採用
C 

できない。なお，第1審原告．． 肱，これらを利用する前に第1審被告らか
13 

ら一方的にシステム接続を遮断されている。
・
第1審原告.及び同．．は，

第1審被告らからビジネスパックの提供を受け，チャットワークシステムを

利閃している雇ゞ，前記3(2)アの国及び箇認定のとおり，これらは第1審原告

-支び同．． の売上げにほとん ど役に立っていない。

(2)過失相殺について

第1審被告らは，第1審原告らは有名企業等で働くビジネスマンであるに

もかかわらず，第1審被告らに対し希望エリア（商圏）の売上予測等の情報を

求めていないなど，第1審原告らには重大な過失があるから過失相殺が認めら

れるべきであると主張する。

しかしながら，本件のような故意による不法行為であって犯罪成立の可能

東京高等裁判所
·20·
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性すらあるものによる被害について，過失相殺をすることは，極力避けるべき
乙 面

である。第1審被告� 第1審原告らが放置自転車回収・販売

業に関する知識や経験が全くないことにつけこんで，故意に加盟金等の名目で

金員を瞬し取ったものであることを考慮すると
，

第 1 審原告らに，損害額の算

定に当たって考慮しなければならないほどの落ち度があったとは認められな

い。過失相殺は，当事者間の公平を図るため，損害賠償の額を定めるに当たっ

て，被害者の過失を考慮する制度であるところ，第 1 審被告らの不法行為は，

故意による違法な詐欺行為であって，このような場合に，被害者である第1審

原告らの損害額を減額することは，加害者である第 1 審被告らに対し，故意に

違法な手段で取得した利得を許容する結果になって相当でない。過失相殺に関

する第 1 審被告らの主張は採用できない。

(3) 弁護士費用

本件の事案の内容及び前記(1)の加盟金及びシステム利用料相当額の損害額

等一切の事情を考慮すると，第1審被告らの不法行為と相当因果関係のある弁

護士費用の額は，前記(1)の第 1 審原告らの各損害額の約 10% に相当する各 3

0万円と認めるのが相当である。

(4) まとめ

20 

第5

A 
以上によれば，第1審被告らの不法行為により，第1 ,-,番原告．． 枷被った損

害，は 3 5 6 万 6 4 0 0 円，同••が被った損害額は 350 万 3400 円，同

ーが被った損害額は 343 万 9500 円となる。

結論

以上によれば，第1審原告らの請求は理由があるからいずれも全部認容すべき
A 

である。これと異なり，第 1 審原告らの請求を第 1 審原告．．につき 1 7 9 万 3 2

0 0 円，第 1 審原叫•ヽこつ
"C 

き 1 7 6 万 1 7 0 0 円，第 1 審原告-I:つき 1 7 2

2& 11 万9 7 5 0円及びこれらについての各遅延損害金の限度で 一 部認容し，その余を

棄却した原判決は一部失当である。よって，第1審原告らの控訴は理由があるか

・東京高等裁判所
·21·
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ら，原判決を上記のとおり変更して全部認容し，第1審被告らの控訴は理由がない

からいずれも棄却することとして，主文のとおり判決する。

東京高等裁判所第1 1民事部

ヽ

裁判長裁判官 万1,

占 ／又こし、

裁判官吉田 祖狐璽）
裁判官

合� 1姜_j星

東京高等裁判所
- 22 -



2£8ヤ rn ーヤi (聟）革蘊
｀ 

r
 

、
\

\..

9

、

．＇
、

r

、’

、
'
ー
、

r

` ‘
 

r
-＇
‘.
｀

 
ヽ

9
.'

.—
 

，
 毎と

-三古=ニ
て二=­

苧9全、,--ー；酷
--� 

三を選!t<h ------溢＝
且齊· -- �· 

辛写 百戸 -·戸
饂
� 芦--
ーき圭阜
ーぷ

五-,,.----,こ: 窄弼奎蓉弓----�-
... 号. ,. ― 

•.c=· -·=· ― 声S.S.

・ニ 疇 ,_._,,,,, 
苧 一' -�-

る疇ら 翌こさ三

． 叩茎・ =圭=···-== 
そ
苧写
・三き"·
=,,_ 
·=-�-
--
? 

ーロ邑
--二ニニ

''-― 
=-•· - -· .. -· ---_,, .,aa茎

亨
""" 一ー・・� s吾·

=-
~, 

苧店
-�-奎r

芋"",. ―:­一··==--― ·-.,、=． =--~·· 一
亨

ぁ

塁璽
・ 言

言こ 鴨
三雫·� 皇l ,� 竺胴は正本で

皇c�=— 
芸嘩 .. -

三宝

平成3 --- 声戸

一点弄平— 、 . . 溢目ー ：曹 二琴
息

茫-讐贔そ饂
亨

掌
芦苧 一..

"""a

2 3
 

急．-, •.. , 
芦―_

"""'号
"'-• 妾
塩嚢一一圭呈言 �� ···-= = 溢琴·

芦し
． 

. � �'f,=· 
-芝宝芝,,,•. 

等裁判所第

二奎；ら
,.,_

・モ芸

唱言翌麟ー·-C " 

芸三
---- ""a翌＝
瓢

�,,-

冑
裁判所書記官

ー1民事部
芍塞.,

ー・=-—

, --—で ←� ---·-=· 
., → ·— "、-�� �

吉"'--
弓亨~, .• "'=

・戸·�•-=ニ � -­
デ;a,一

.. ―·― -
-:=--

� ,;,..〗 �­
ニョ主==---.,.,..,, =<""壬.. , -·� 、,�—_, • 一

表>==-- =--= "ヽ�
,·, _. →. 

� 
,; __
•. � 

（•こ.．呈
寺"-,._-ー

ニ

._,, 華室マ

｀ 

尋.,;,,
至亘吉翌�.
=区

―

ニ翠論号
' .·-
一

·
= 

言ごふ圭-
吾

． 一一=· 
三苧a,·一一

�..;,·, 卓

望
�--、三'""""""阿

-
宝一

雪言ミ噂
慧

互ビ攣駆

嘔璽窄詈戻三壱戸・芸苺

東京（高） 14-034832 



.�8『，記， :ヽ:! l

平成2 9年12月2 1日判決言渡

平成2 7年（ワ）第2 5 7 9 9号．損害賠償請求事件．
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上記代表者代衰取締役

•• . ·-· -- ー ・,-- -· --· - -··-・. ... → -

．
． 告

上記3名訴訟代理人弁護士

株式会社

．．

 

•
土 ・屋

昌

賢

典

司

A

c

 

告 甲

乙

乙

・ 王 文

ヽ：二�:��:�る平成2 7年9月 2 5日から支払済みまで年5分の割合による金員（ただし，

1 7 9万3200円及びこれに対する同年1 0月2日から支払済みまで年5

分の割合による金員の限度で被告．． 、．と連帯して）を支払え。・
乙

(2)被��'被告株式ム ―甲 ·
云社 及び被告．．＇

ー



A 
と連帯 原告...対し， 1 7 9万3 2.0 0

円及びこれに対する平成.2 7年1 0月2日から支払済みまで年5分の割合に

よる金員を支払え。 .... 

(3) 被告�ま，原告．、．＇こ対し， 1 7 9方320

0円及びこれに対する平成27年9月20日から支払済みまで年5分の割合

による金員（ただし， 1 7 9万3200円及びこれに対する同年9月2 5日

から支払済みまで年5分の割合による金員の限度で被告株式 甲会社、．．． 
連帯して， 1 7 9万3200円及びこれに対する同年1

0月2日から支払済みまで年5分の割合による金員9の限度で被告-と

10 ・連帯して）を支払え。 四

2(1)被告株式会社一比被告

．と連帯して，原告-に対し，・1 7 6 万 1 7 0 0円及びこれに対

する平成2 7 年9月25 日から支払済みまで年5分の割合による金員（ただ

し， 1 7 6万1700円及びこれに対する同年1 0月2日から支払済みまで
：乙・

年5分の割含による金員の限度で被告一＂して），を支払え。

(21被告ー
ま，

被ご:�
��ネ:9

0円及びこれに対する平成2 7年10月2日から支払済みまで年5分の割合

による金員を支払え° 
丙

(3) 被言-ま，原叫•ヽ••こ対し， 1 7 6万1 7

·0 0円及び-れ1�- 以対ずる平成27年9月20日から支払済みまで年5分の割f

合による金員（ただし； 1 7 6万1 7 b o 円及びこれに対する同年9月2 5·.
． 

・
甲

日から支払済みまで年5分の割合による金員の限度で被告株式会1土一
と連帯して， 1 7 6万1 7 0 0円及びこれに対する同年

Zi 

1 0月2日から支払済みまで年5分の割合による金員の限度で被�

と連帯して）を支払え。

.
. , 

. ' .

• > • • 

・ . .

・ ' ' .
. ' . , '

, ·, , , ' 
. , . .. ' 

. . ' . 

15 

. 20 

ヽ•

52

·

·

·-

··�·

'

�
�··

 

�
．

�

 
．

．

 

2 



5

3(1) 被告株式会社

•. と連帯して，原告-f;:::;%j-L,,. 1_ 7 2万9 7_5 0円及びこれに対す

る平成27年9月2 5日から支払済みまで年5分の割合による金員（ただし ！

1/2万9 7 5 0円及びこれに対する同年1 o 月2日から支払済みまで年5
z、

分の割合による金員の限度で被告�i!l!*L,--C)を支払え。

(
Zi ,' 甲

2) 被告-は，被告株式会社

と連帯して， 、 原告... g対し，

円及びこれに対する平成27年1 0月2日から支払済みまで年5分の割合に

よる金員を支払え。
丙

丙
汲びh告一�

1 7 2万9 7 5 0

10 (3) 

. 
C 

は，原告ーに対し，1 7 2 万9 7 5 

0 円及びこれに対する平成27年9月2 0日から支払済みまで年5分の割舒

.' ... , . • ' 

,． ．，
�・ 量

. .  , . ,·... . . ,  . .. , . ,

.. ,

16 

連帯して）

4

5
 

；

 i
 

20 6
 

による金員（ただし， 1 7 2万9 7. 5 0円及びこれに対する同年9月2 5日
・ 甲

から支払済みまで年5分の割合による金員の限度で被告株式会ネI-

と連帯して， 1 7 2万9 7 5 0円及びこれに対する同年1
・ 乙

0 月2日から支払済みまで年5分の割合による金員の限度で被告．．．．と

を支払え。

原告らのその余の請求をいずれも棄却する。

訴訟費用はこれを2分し， その 1 を被告らの負担とし，

・・担とする。

この判決は，第1項ないし第3項につき，仮に執行することができる。

事 実

第1

及 び

甲

理・．由

丙

その余を原告らの負

請求

1 (1) 被告株式会社

．と連帯して，原告．．． ＇に対し， 3 5 6万6400円及び、これに対す

る平成2 7年9月2 5日から支払済みまで年5分の割合による金員（た ti し，

3 5 6万6400円及びこれに対する同年1 0月2日から支払済みまで年5

丙

！
 ．'.

：

26 

3
 

，�



(2) 

． 乙

八告．． ＇ 
刀の割合による金員の限度で被告.. 連帯して）

被 被告株式会布 -.:,__—甲
を支払え。

面
汲び被告・·

5

10 

連帯して， し，.3 5 6万6400-原告．．．．こ対

円及びこれに対する平成:e\ 7 年 1 0月 2 日から支払済みまで年 5分の割合に

よる金員を支払え。 丙 ．
）被告-fま， 原告．．．．こ対し，

0 円及びこれに対する平成2 7年9月2 0日から支払済みまで年5分の割合

による金員（ただし， 3 5 6万6400円及びこれに対ずる同年9月25日
甲

から支払済みまで年5分の割合による金員の限度で被告株式会ネ+-

と連帯して， 3 5 6万6 4 0 0円及びこれに対する同年1
Zi 

0月2日から支払済みまで年5分の割合による金員の限度で被告-と

＂
、

6ー

，
 .'

,
 

..
 9 

.

.
 

.
 ^•
 ．
，

 

．

｀

 

●

●

9

9

9

9

9
.
 

.
，
.
，
'
2·
 

9

9
�

’

 

連帯して）を支払え。

被告株式会社．．．．．． 、．．．．は，被告＿＿

．と連帯して，原告--ぎ対し， 3 5 0万34 00円及びこれに対

する平成2 7年9月 2 5日から支払済みまで年5分の割合による金員（ただ

3 5 0万3400円及びこれに対する同年 1 0月2日から支払済みまで

年5分の割合による金員の限度 帯して）を支払え。で被告．．．と連

(2) 被川■■＇ま，被告株式会ネ,..... 、-及び麟•‘

と連帯して 告．．．． ＇ ，原 ・対し，3 5 0万340
· •·· ' 

0円及びこれに対する平成2 7年1·0月2日から支払済みまで年5分の割合

．による金員を支払え。

面

2(1) 

し，．

20 

・ (3)

. B . 

，原店．．．．こ対し，

0 0 円及びこれに対する平成2 7年9月20日から支払済みまで年5分の割

合による金員（ただし， 3 5 0万3400円及びこれに対する同年9月2 5 

日から支払済みまで年5分の割合による金員の限度で被告株式会社・、．
ーー連帯して，3. 5 0万3 4 0 0円及びこれに対ずる同年

,3 5 0万34

！
 

,:
 
!
 ！
 

25 

4
 



3 (1) 

5

．と連帯
C 

して，原毎-に対し， 34 、 3 万 9 5 0 0 円及びこれに対す

る平成2 7年9月2 5日から支払済みまで年5分の割合による金員（ただし，

丙
及び被告.

3 4.3万9 5 0 0 

10 

,. ' 

. '
; ， . ' ' ., 

． ． ， ． 

!
' ' 

' ' 曹 ． ． ， ＇

! • "' ' 
; . . ., ' 
. '

I .• • 

j 16 

3 4 3万 9500 円及びこれに対する同年 1 0 月 2 日から支払済みまで年5

分の割合による金員の限戸で被告．．． ＇ピ連悶して）を支払ぇ。

(2) 被411111ま，被告株式会社
＿

•一 ・ ．と連帯して，原告�
c

;t-J-し，

円及びこれに対する平成 2 7 年 1 0月2 日から支払済みまで年 5 分の割合に

よる金員を支払え。

(3) 尉•••＇� 原告．．．． に対し， 3 _4·3万9 5 0 
9

年0円及びこれに対する平成2 7 -9月20日から支払済みまで年 5 分の割合'

による金員（ただし， 343 万g 5 o·o 円及びこれに対する同年9月 2 5 日'

から支払済みまで年5分の割合による金員の限度で被告株式会社．． 、•
と連帯して， 3 4 3 万 9 5 O 0円及びこれに対する同年1

乙
0 月 2日から支払済みまで年5分の割合による金員の限度で被告,1111� 
連帯して）を支払え。 • • 

20 

26 

［ 

乙
1 0 月 2 日から支払済みまで年 5 分の割合による金員の限度て破告．．． �＇ 
と連帯して）を支払え。

甲 丙

被告株式会社 ま，被告

第2 事案の概要

本件は，原告らが被告株式魯ネ1----·(以下「被告会

被告．．．．． � 「被告ヽ·
との間で締結した放置自転車事業のためのパートナー契約について，被告会社，

乙 乙
被告会社代表者である被告-(以下「被咀．．という。）及び被告、

·こおいて上記契約の締結に至るまでに情報提供義務違反があったなどとして，

被告らに対し，共同不法行為に基づき，上記契約上の加盟金・システム利用

料・弁護士費用相当額の損害賠償及びこれに対する各訴状送達日

という。）

（被告会社に

5
 



乙

ついて平成2·7年9月24且，被告-ついて同年1 0月1日，被告、.

ついて同年9月1 9日）の翌日以降の民法所定の年5分の割合による遅延損害

5

10 

i',' ．． 
. .

.
' 

,', 

I . : :. , 
' .  ., .' 

''ヽ’
‘ 

9 ロ

16' 

金を請求する事案である。

1 前提事実（争いのない事実と証拠及び弁論の全趣旨により容易に認定できる

事実）

(1) 当事者
・ 乙

被告会社は，放置自転車の撤去等を事業とする株式会社であ． 鯉●西 り，ネ

は被告会社の代表者であり，被告-� いう商号で被酋�

と共に上記事業に係るビジネスセミナーを開催していた者である。
A . B 

(2) JJ¥(41は平成2 5 年 4 月2 6日とう原告・同年 8 月こる，原・

• . 江平成 2 6
雨

年2月1 4日ころ，被告会社及び被告.,東京都内JR有楽

町駅付近の東京国際フォ ー ラム内の会場において共同で開催した［放置自転

車ビジネスセミナー」と題する有料セミナー （参加費1万円，以下，原告ら

が参加した上記各セミナ ー を総称して「本件セミナー」という。）に参加し

20 

C 

26 

(3) 本件セミナーは,·r-1という屋号を用いて被告らが運営

している放置自転車事業への参加を希望する者を対象としたものであり（以

下［本件事業」という。），実施の際に説明会用の資料（甲2, 以下「本件

説明資料」という。）が配布され，パワ ー ポイントでも同内容が提示された。

本件説明資料には， 日本一の放置自転車撤去集団をつくるためにパートナ

ー制度を考えたこと，通常のビジネスは人・物・金が必要だが，放置自動車

ビジネスは人・物・金が不必要であること（自転車が集まれば集まるほど売 ．

り上げが伸び，数の原理で協力者が仕事をしてくれるようになるので経費を

抑えることが可能と＇・なり，少ないお金で大きく稼ぐことができ， リスクなく

経営を安定させることが可能となること），パートナー は独立した事業主だ

がチー ムでもあり，：パートナー 同士 ．の情報交流・ノウハウの共有等のためコ

!
6



•·、

6

10· 

ミュニティ ー があること，パ...:..トナ ー制度は個人レベルでお金と時間を生み

出すビジネスの仕組みを構築した究極のビジネスモデルであること等の記載

があり，これらに加え，本件説明資料には，放置自転車ビジネスシュミレー

ションと題して以下を記載した別紙のとおりの表( . 2)が含まれていた。

(4). 原告らは，本件セミナーを各受購した後，原告-りS平成2 5年5月3 1 . 
13 C 

日までに，． 原告-駆平成2 5年1 0 月! 8日，原告＇．． 祁平成26年3月
． ．丙

1 8日，加盟金3 1 3万9·5 0 0円（税込み）を被告会社または被告一

名毅の銀行口座を指定されて当該口座に送金し，パー トナ

ーとして加盟する旨申込みをした。上記各送金後，原告らは，被告会社から

「パ ー トナー加盟申込書」を交付された（甲 s·, . 以下「本件申込書」とい¢

. 

" 
' ' '

. . 
, , ' ' ·.,· 

. .

, , 0 ' . .  , 

. ,· , . ' 

. . . , 
" 

. .

16 

,0 

て

25

●
9
9
.

 

う。．）。 （甲5~7 (枝番を含む））， ． 

(5) 原告らは，上記申込書の記載事項を記載し，署名押印の上，被告会社また
而．

疇遭•に就し提出して，被告会社・被｀‘との間で，原告らがパート

ナ ー として本件事業の本部である被告会社 ・ 被告‘‘枷ら放置自転車回収の

ノウハウの提供を受けることなどを内容とするパートナー契約（フランチャ
tl'i 

イズ契約の性質を有するものであり，以下原告らと被告会社・被告.仰の

これらの契約を総称して「本件契約」とい
B

い，原告・ロこ係る本件契約を個

別に示すときは「本件契約1」，原告．． ＇こ係る本件契約を個別に示すとき

は「本件契約2」
，

原告・・じ係る本件契約を個別に示すときは「本件契約

3」，本件契約上の上記パートナーを単に「パートナー 」という。）を締結

した（本件契約締結に際して原告らがそれぞれ担当することとされた地区

（商圏）は；• 原告-か，,江東区・千代田区・中央区，・原告-紐. C 
． 

｀谷区 ・

狛江市・調布市，原告�ま渋谷区と世田谷区の一部である:,. )。

本件契約内容については，本件申込書及び本件説明資料に記載があるほか

は，加盟者の権利義務に関する書面は作成されなかった。
A B 

(6) 原告．．及び原告．．は，本件事業のために構築されたチャット機能

7



等の付されたシステム（以下単に「システム」という。 ， ）の利用料とし
A fJ 

て， 原告-がシステム利用料合計1 2万6 9 0 0円を， 原告．． 松シ
＇ ， 雨 ＇ 、

ズテム利用料合計 6 万 3 9 0 0 &..b 円を被口云社又は被告-りこ対し支払っ

た。 . A . . 
. . . .

原告-ま， 平成2 6年5月1 5日ころ， 被告らに対し， 本件契約と

同様の契約を締結した他のものと共に， 原告代理人を通じて， ①本件事

業の本部とパ ー トナー 間の権利義務関係を明確にすること， ②加盟金に

見合うノウハウの提供， ③既存の商園を侵害して新たにパートナ ー 契約

を締結するなどの不公正が生じているので， エ リア ， （商圏）

パ ー トナー間の不公正の是正することなどをそれぞれ求める文書を内容

(7) 

の確立及び

10 

・証明郵便として送付した。
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．
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(8) 被告会社は，

絶するに至った。

（乙 1)

同月下旬以降， 原告らが上記システムを利用するのを拒

2 争点

(1) 被告に情報提供義務違反があったか否か

（原告の主張）

ア

20 

C 

i 

i 
！ 
.

. ・
；

25 

フランチャイジー になろうとする者は，フランチャイザー と契約を締結

するかどうかを， フランチャイザーがフランチャイジー になろうとする者

に提供する売上高や利益といった情報に依拠して意思決定する。そして，

フランチャイジ ー になろうとする者は当該事業について何のノウハウも知

識もないからこそノウハウのあるフランチャイザー とフランチャイズ契約

をしようと考えるのであり，示された数値の正確性を吟味する専門的能力�

や情報を有していないのが通常であるから，シミュレ ー ションとして売上

高や利益の数値が提示されれば，フランチャイジー になろうとする者はま

ざにその数値に依拠して契約するかどうかを決することになる。したがっ

て，フラシチヤイザーがフランチャイジー になろうとする者に提供する情

8
 



）
報は，契約を締結するか否かについて的確な判断を可能とする，合理的根

拠に基づいた客観的かつ正確な情報を提供すべき義務（情報提供義務）が

ある，

5
 

ィ

,
· 

しかし，被告らには，以下のイ・ウの情報提供義務違反があった。

不合理な売上高告知

被告らは，原告らの参加した本件セミナ ー において，甲2号証と同内

容のパワ ー ポイントを示しながら，①ビジネスモデルとしての優位性を

「撤去ノウハウと仕組みを使えば誰でも稼げる」 ［パートナ ー 制度とは

お金と時間を生み出すビジネスの仕組みを構築した究梃

のビジネスモデル」 「日本一の放置自転車撤去集団」などと強調し，②

他のフランチャイズと比較しての優位性を便利屋フランチャイズ，

ンドビジネス ・ 金買取フランチャイズビジネスを比較対象として提示し，

③競争相手の不在を「有料による自転車撤去は，・ライバルが見当たらな：

「本当の自転車撤去ナンバーワンになった」 ． 「未

個人レベルで，

10 

ブラ

、

＇

，

5
 
ー

a

r

"

，

'

．

 

•

.

 ＂

．
o
 

0

9

＇

言

‘

,．,＇
3

9

.

 

9
9

.

，

＇

•

,

 

, ．

，

．

 

�

9

.

 

いオンツ ー 1を確立」

．開拓市場（ブルーオ ー シャン）」 「放置自転車はとにかく沢山ある，

だまだ市場はがら空き」などと強調した上で，④別紙のとおり，売上

高・経蛍• 利益のシミュレ ー ションを「年収 500 万円→年収 7 0 0 万

円→さらなる展開可能Jとして「輸出A8' Q 0円 X400台 =32 万円」

「年間5 7万円Xi 2 =·6 8 4万円」などと提示した上で，口頭で「毎月

4 8万円手元に残る」 「年間5 7 6万円手元に残る」 「5. 7 6万円+1

6 9万円= 7 4 5万円J 「立場に関係なくやったらしつ、かり稼げる」
9

と
A 

いう説明をし，⑤さらに，原告-釣這参加した本件セミナ ー においては

口頭で「年間 7 0 0 万円，頑張れば 1 0 0 0万円」， 「エ夫されたチラ

シをまけば必ず依頼は来る」，（個別の質問に対し）「毎年回収しきれな

いぐらいの放置自転車が出るので問題ない」 ｀ ，＇ 「利益に関して幸せのお

すそ分けだ」などと説明し，原告•ヽが参加した本件セミナ ー において

ま

·20 

25 

，

 



i 

JO 

は実態とは大きく異なる「月7_0万円から月1 0 0万円」といった過大

な売上高を口頭で説明し，原告-が参加した本件セミナ ー においては

口頭で「全国に3 9名パートナ ー がいるが上手く行っていない人は 一 人

もいない」 「このビジネスを東京2 3 区内でやれば月の利益として 5 0 

万円以上は行くJ 「l O o 万円は頑張れば可能な数字」などと説明して，

参加者に対し契約を勧誘した。

被告らが示した上記ジミュレーションの数値は，計算の根拠となる放

置自転車台数には根拠がないこと，既存加盟店の実情を無視した数値で

あり，加盟者の平均的実態とかけ離れていること（持続的にシミュレ ー

ションの数値を達成している加盟者は一人もいない。）などからすれば，

全く合理的根拠に甚づくものといえない。｀

ウ 営業不振による閉鎖店舗の存在に関する不告知

: �I : ::: 被告らは，原告らとの本件各契約締結前の段階で，複数のパートナー が

売上不振で赤字経営となっていたにもかかわらず，原告との本件契約前
.• 

16 にそのことを原告に告知せず，かえって， 「上手くいっていないオー ナ

ーは一人もいない」などと強調して原告らを勧誘した。

工 原告らは，被告らから正確・適切な情報を提供されていれば，本件契約

を締結することはなかったのであるから，被告らの情報提供義務違反

（不法行為）は明らかである。

20 オ． この点，被告らは，原告らが副業として本件契約を締結したかのような

主張をするが，原告らは本件セミナー参加時点で他の会社等に勤務してい

たというにすぎず（本件申込書の記載は申込み当時の勤務先が記載されて

いるに過ぎない。）， 3·0 0万円以上（税込み）の加盟金を支払って副業

とする目的で加盟することは通常考えられないことからも，被告らの主張

. .  26 ば理由がない。

力 本件における原告らに対する情報提供義務違反は被告会社の代表者であ

10 



乙
、

1丙

る被告．．及び被告．． が共謀の上，共同して行ったものであり，
乙＇

被告-ま被告会社の代表者であり，同社の職務として行ったものである

から，被告らは不法行為の実行者または共同不法行為者として不法行為責

任を負・う。

また，

（被告らの主張）

10 

否認ないし争う。原告ら主張の情報提供は抽象的なものであるが，

の点を置くとしても，被告らには原告に対し，既存パートナ ーの売上高

や平均値を提供する義務はないし，＇被告らは本件セミナーに当たって提

供したあくまで 一 般的・仮定的な計算上の数値として記載したシミュレ

ーションであるから原告らにおいて当該シミュレー ションの提示により

こ

.. '
'.. ' ., 

; ． . · • 噌 ．，
., . .

.』 3 り . ..

.'.,. ' 
ヽ' , .

. 

．．
15 

20 

: 

誤信が生じる余地はない。被告らは既存パ ー トナ ー の売上高に関する情

報を収集しておらず，その平均値の情報も有していないから，被告らが

原告らに対して既存パ ー トナ ーの売上高に関する情報を提供すること自

体不可能であり，この点からも被告らの情報提供義務は認められないし，
・ 乙 ． 丙

当該シミュレ ー ションにおい ては被告-や被告．． 脳ゞ実際に実現して

いる売上高や単価をベースにしている。加えて，被告らの説明，勧誘は

個別具体的な加盟店を前提としない抽象的なシミュレーションを内容と

していること，個々の原告らに対する売上予測ではなく本件セミナーに．

おける一般的な説明にとどまること，さらに，原告らの属性（有名企業

等で働くビジネスマンであり，本件事業への加盟は副業として予定して

いたものであった。）にもかかわらず，・希望エリアの売上予測の情報も

求めていなかったことなどによれば，被告らに情報提供義務違反は認め

(2)

25 

られない。

損害の発生及び額

（原告の主張）

原告らは，被告らの不法行為により，以下の各損害を被った。

11 
.
, 



ァ 原遭-
加盟金 �1 3 万 9 5 0 0 円

·

、

システム利用料. l 2万 6 9 0 0 円

弁護士費用 30万円

5
 

イ

以上の合計3 5 6万6 4 0 0円
B 

原告．．

加盟金
. '

3 1•3, 万9 5 0 0円

3 0万円
'10 . 

ゥ

システム利用料 6万3 9 0 0円

弁護士費用

以上の合計3 5 0万3 4 0 0円

原告ヽ·
·‘’

4

A
 

5
 

,

3
 

'

,

 

•
•

•
 

l
 

9

9

9
 

．

，

 

·

,

．

 

9

,

＂

“

"

,

'

 

"
 
..
 

9

っ

“-

ベヽ

●

●

9

,

9,
9
,

．

加盟金

(3) 

3 1 3万9 5 0 0円

弁護士費用 30万円

以上の合計3 4 3万9 5 0 0円

過失相殺

20 

;
-

．： 

! 

25 

（被告らの主張） ． 

仮に情報提供義務違反が認められるとしても，．上記のとおり，被告ら

の説明，勧誘は個別具体的な加盟店を前提としない抽象的なシミュ ・ レー

ションを内容としていること， 個々の原告らに対する売上予測ではなく

本件セミナ ー における 一般的な説明にとどまること，さらに，原告らの ．

属性（有名企業等で働くヒ｀ ジネスマンであり， 本件事業への加盟は副業

として予定していたものであった。）にもかかわらず， 希望エリアの売

上予測の情報も求めていなかったことに加え，原告らが将来的に本業を

予定していることを被告らに秘していたことに照らせば， 原告らには重

大な過失があり，その過失割合は 100% である。

（原告らの主張）

12 



5

10 

3

1

第

フランチャイジー になろうとする者は当該事業について何のノウハウも

知識もな•いからこそノウハウのあるフランチャイザー とフランチャイズ契

約をしようと考えるのであり，フランチャイザ ー から提供される情報以外

に当該事業の優良性を判断する材料が基本的にないから，その情報を信用

することに何ら落ち度はないはずである。また，本件事業にパートナ ー と

して加盟した者の大半が不採算で赤字となっており，ビジネスの体すらな

していない加盟金取得目的の詐欺といえる実態があるから，損害の公平な

・分担という見地から過失相殺はすべきでない。

当裁判所の判断

事実経過

前提となる事実に加え；証拠及び弁論の全趣旨によれば，以下の各事実が

'

，、
'

〗
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．
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認められる。

(1)本件セミナー ヘの参加申込みに至る経緯
A 

原告らは，本件セミナー参加時において ，原告-は飛行機整備士とし
、 、 C

て稼働し，原告-は個人事業として特許調査業務に従事·し，原告．．は

技術系会社に勤務していたが，収入を増やすため新しい起業を検討してい

たところ，被告-が平成2. 5年2月に出版した[1

ア

20 

ィ

．の収益を上げたこと，

と題する書籍

（甲9)を読んで本件事業に興味を持ち，本件セミナーヘの参加を申し込
A B C 

んだ。 （甲2 6~�8 ，原告．． ，原告一，原告．．）

同書籍には，千葉県船橋市で被告＇．． 於本件事業により月平均6 0万円

1 か月目の売り上げは 5 万円ほどであったが 2 か

月目には約 2 0 万円の収益を上げ；現在では月平均で約 .6 0 万円の利益

25 

I 

．を安定的に稼いでいること，本件事業は小資本でリスクなく立ち上げら

れ，更に即金性があること，これまで最高で月約 1 0 0 万円の収益を上

げたことがあり ， 本件事業一 本に全ての力を注げば月に 2 0 0 万円くら

13 
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26 

いの収益を上げることはできるはずであるが，他の事業もやっているの

で，無理をすることなく 一 歩ずつ確実に事業を行っていることなどの記

載がある。 （甲9) 、

ウ 原告らは，インターネット上の本件セミナー参加に係るホ ー ムページか

ら申込みをして本件セミナ ー に参加した。同ホ ー ムペー9 ジの申込みフォ

ームには職業を選択する項目があり，原告らは当該職業を会社員と選択

して本件セミナ ー に参加する申込みをした。 （乙1, 5 , - 1 6 , _1 8 , 原
A B 

. 
C

告＇・I, 原告一，原告-

(2) 本件セミナー での説明内容等

ア 原告らが参加した本件セミナ ー は，いずれも，小会議室程度の広さの会
乙 雨

場において， 1 0名程度の参加者で，主催者側は被告．． ＇被告�
， 乙 '

受付女性が出席して行われた。 （被告--

イ 本件セミナーにおける、説明は，本件説明資料と同内容のパワ ーポイント

を1ページずつ投写してその内容と概ね同 一 の説明をする形で行われた。
z、 丙

被'etlll及び被告・·は当該説明の際別紙の説明と前後し℃各セミ

ナ-ごとに，セミナー参加者との間で参加者それぞれにどれだけ稼ぎたい

かという質疑応答をし，月額2 0 0万円の稼ぎは無理だが， 1 0 0万円は

できるんじゃないかなどと回答をしており，原告らが参加した本件セミナ

ーの際にも同様であった。 （被告．．）

当該説明の際，別紙のとおり「立場に関係なくやったらしっかり稼げる」

などと記載がされた部分について，記載と異なる説明がされた形跡はない。

ウ 本件説明資料には，本件事業を称してブルーオー シャンなどと記載され
， ， 乙 氏

ているところ(3 3頁），被告·■'及び被告．． 似，当該部分の投写と

前後して，放置自転車はやり切れないほどあるなどという説明をした
z 

（被告-は当該説明に関し，平成 2 6年度の内閣府の調べで日本全

国の放置自転車は2 6 0万台存するとの統計があること，当該内閣府の、

14 
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10 

..• :、.'"·

調べに依拠して上記のように考えており，特段ほかの資料の調査をした

ことはないこと，ブルー オ ー シャンと述べているのは法律に基づいた自

転車撤去を行っているビジネスは未開拓だと思うから記載したことなど

を述べている。）。 （被告�

本件セミナー に原告らが参加したころには，東京都内で放置自転車撤去

事業に参画している業者は少なくとも数社存在したが，本件説明資料に

はその点に関する記載はなかった（他方で他業種であるフランチャイズ

事業との比較はされていた。）。 （甲 2, 20~22(枝番を含む））

(3) 本件セミナー参加後の経緯

ア 本件事業のパートナ ー として参画するまでの流れは，通常，本件申込書

を記入して被告らに対し提出することとされていた。

当該申込書は，契約の概要を明らかにする重要書面を十分読み，内容承

�．�， 

'',:.:',"
',,.'' 

16 

20 . 

諾の上パートナ ー に加盟を申し込むことを承認する旨の欄に申込者の押

印がされる書式となっており，その他，システム利用料毎月3万円（税

別）を申し込むこと，パ-トナ ー加盟へ申し込むこと（パートナー加盟

金2 9 9万円国別
.
·1ライセンス）の記載はあった。

しかし，同申込書には上記システムやノ←ゞートナ ー ・ライセンスの権利義

務の内容，契約の相手方が誰であるか等の明示の記載はなく，他方で，

パートナー は独立した事業者で在り自己責任を負うこと，規約等が将来

予告なく変更される場合もあることを申込者において承認するこ•と，パ

ートナ ー 契約解約時は理由の如何に関わらず返金されないことを理解す

ることなどの項目が「はい ・ いいえ」の回答欄と共に記載されていた。

， 原告らは上記の各項目について「はい」に丸を記載して本件申込書を被
B 乙 ．

告らに対し提出したp (甲3, 乙1 9, 原告••，被告-弁論の全

26 趣旨） � 

イ 本件申込害には，申込者の勤務先を記載する欄があるが，本業として事

15 



業を行う予定か副業として事業を行う予定か確認する項目や，これらの

別に応じた回答を申込者が行う項目は特段設けられていなかった。，（甲

3, 乙1 9)

(4) その後の原告らの経営状況等
A 

5 ア原告·について

10 

., ., ., ., ., .,

. :. :. -: :'鵞

15 

20 

; 

25 

原告．． は， コ ミニティ参加・システムIDの発行を受けて配布チラシ

の書式等ノウハウの開示を受け（甲4)'東京都江東区，中央区，千代
｀

田区において平成2 5年7月ころから本件事業活動を開始し，同年1 0

月からは従前の仕事を辞めて本件事業に専念したが，同年1 1月， 12

月の売り上げは1 0万円前後となったものの，平成2 6年3月までの売

り上げ額は月平均3万5 0 0 0円程度にとどまったため（システム利用

料刀額3万円を差し引くと月額数千円程度であった。），平成25年1
. A 

2月には他業種の企業に就職した。 （甲1 5, 2 7
A ，麟. .

．平成26年5月下旬には，原告．． に被告らからシステムの利用を拒

絶されるに至った。 （前提となる事実(8))s· 
イ鱈一

麟.., ま，コ.
• • • • 

ミニティ参加・システムIDの発行を受けて配布チラシ

の書式等ノウハウの開示を受け（甲 4)•' 東京都世田谷区，狛江市，調

布市において平成2.5年1 1月ころから本件事業活動を開始した。原告
. B 

-丸当初は既に行っていた個人事業と平行して本件事業を行い，月

の収益が7 0万円を超えたら本件事業に専念することを考えていたが，

平成 2 5 年 1 1 月から平成 2 6 年 4 月までの売り上げ額が月平均4 万 8

0 0 0円程度（システム利用料月額3万円を差し引くと月額1万数千円
6 

程度であった。）にとどまった。 （甲 1 5, 2 6,
B 

原告.

皮口らからシステムの利用を拒平成2 6年5月下旬には原告.,ま，・オ牛

絶されるに至った。 （前提となる事実(8))

16 



6

C 
ウ原告＇．．

原倒．．ま，当初は従前稼働していた企業に勤めながら，平行して本件

事業を行う＇ 予定であった．ところ，平成2 6・年3月の本件契約締結後に，
B 

被告らから，＇希望の地域（渋谷区・世田谷区の一 部）が原告-と重な
I':! 

っているため原告＇．＇と話し合ってほしいなどと言われた
. 13 ・

り原告..

麟••と連絡を取ってみたところ，原告・、からは全国的に売り上げ
A ・

が上がっていない等の話を聞き，同年5月ころからは原告-と共に被
C 

告らに対する是正を求めるなど した。 （甲2 8, 原告．． ＇弁論の全趣

旨）

10 その後，同月下旬には，原告.i, 被告らからシステムの利用を拒絶C 
されるに至ったこt め（前提となる事実(8))'結局原告ーま本件事業活

: , .,'.'·, 

，＇，．：，：：・ 9

16 

動を開始するに至らなかった。 （甲2 8, 原告稲垣）

2 争点(1) (被告に情報提供義務違反があったか否か）について

(1)本件事業がフランチャイズ事業の性質を有する事業であることは当事者間

に争yヽがないところ，フランチャイズ事業においては，一般的にフランチャ

イザー は；当該事業に関し十分な知識と経験を有し，当該事業の現状や今後

＇の見通しについて豊富な情報を有しているのに対し，フランチャイジーにな

ろうとする者は，当該事業に関する知識も経験もないからこそフランチャイ

ザー と契約を締結し，知識や経験を補完しようとする者であり， フ．フ／チャ

.-

イジー になろうとする者が， フランチャイズ契約を締結するか否かを判断す

るに当たっては，フランチャイザーから提供される情報に頼らざるを得ない

のが実情である。

そして，当該事業の売上，収益に関する事項は，契約締結に関するフラン

チャイジーの判断に重大な影響を及ぼす核心部分ともいえる事項であるから，

25 フランチャイザーが契約締結過程において，収益予測についての情報を提供

する場合には，フラ ンチャイジー において当該契約を締結するか否かについ

20 ・

17
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て的確な判断ができるよう客観的かつ正確な情報を提供する信義則上の義務

を負うべきものと解すべきであり 本件事業及び本件セミナ ーの開催を共同
雨， ． 曹

で行っている被告会社及び被告．． においても当該義務を負うものといえる乙 �
（この点，被告会社代表者である被告_i,

,
�に件契約の当事者について被

丙
告会社であるか被告••であるか曖昧な供述に終始しているが�，上記のとお

り本件事業及び本件セミナー を共同で開催している以上，契約締結過程にお

いて上記信義則上の毅務を負うという判断を左右するものではないし，被告
ほ �

らも被告会社及び被告-が本件契約の当事者であることを積極的に争って

いない。）。
雨

そして，被告会社及び被告-枷上記の雑務に違反した結果，本件事業へ

の加盟希望者である原告らが的確な判断ができないまま，本件契約を締結し，

それによって損害を被った場合には，上記義務違反に基づき，原告らに対し

て損害を賠償する義務を．負うものというべきである。

(2) 不合理な売上高告知について

ア 前提となる事実及び上記1(2)の各認定事実によれば，原告らの参加した

本件セミナ ー においては，パワ ー ポイントを用いて，別紙のとおり，売

上高・経費• 利益のシミュレ ー．ションを「年収5 0 0万円→年収7 0 0-

万円→さらなる展開可能」として•「輸出A800円X400台=cc 3 2万円」
．

「年間5 7万円Xl2=684万円」などと示したうえで，これと前後し

てセミナ ー 参加者との間で参加者それぞれにどれだけ稼ぎたいかという

質疑応答をし，月額2 0 0万円の稼ぎは無理だが， 1 0 0万円はできる

んじゃないかなどと回答をしていたことが認められる。

上記のようなシミュレーションの内容に加えて，・収益に関する本件セミ

ナー 参加者との質疑応答時に月額 1 0 0 万円の稼ぎであれば実現可能で

26 あるという趣旨の説明も併せて 1式われていたこと，別紙に・はシミュレ ー

ションと共に「立場に関係なくやったらしつかり稼げる」などと特段の

18 



留保もなく記載されていること，さらに，本件セミナーにおいては，当

時東京都内で少なく＇とも数社の放置自転車回収事業者が存在することは

説明されずに本件事業に係る回収対象どなる放置自転車の数はやり切れ

ないほどあるなどという説明がされていたこと（上記1 (2)ウ）を併せ考

5 えると，別紙のとおり示されたシミュレーションは，本件セミナ ー に参

.I●0 

., 
｀ 

: : :'''' 

':.: ,:':·' 
16 

20 

.-

25 

加した加盟希望者（原告ら）に対し，本件事業に加盟したパ ー トナーの

標準的な収入（売上）を表すも
9

のであるという認識を与えるに十分なも

のであったというべきであり，この点に反する被告らの主張は理由がな

v ヽ。

被告らは，別紙のシミュレーションについては，仮定の計算を示したに
ZI 

過ぎないもので売上予測には当たらない旨主張し，被告-においてこ

れに沿う供述をするが，•そもそも本｛牛事業に加盟を希望する者に対し，

仮定の数字を用いて実際の実績と異なる売上高や利益額を説明すること

は何ら意味がないばかりかかえって誤解を与えかねない行為であり（別

紙には仮定の数字を用いたシミュレージョンであることも特段記載され

ていない。），現に上記のとおり標準的な収入（売上）を表すものであ

るという認識を与えるに十分なものである以上，被告らの説明方法自体

が不適切なものであったと言わざるを得ず，被告らの主張は上記の判断

を覆すものとはいえない。また，被告．．自身，別紙のシミュレ ー ショ

ンについては単なる仮定の数値を用いたものであると述べる 一方で，放

置自転車の回収台数や単価，これらを乗じて算出される売上高は千葉県

船橋市内で被告．、が行った本件事業の実績に基づくものであるとも述

べており，一貫した説明がされていないことからしても，被告らの主張

は採用できない。 乙．
イ そして，①別紙のシミュレー ションに示された ― �. 売上疇，被囀•り供

述によっても，千葉県船橋市において本件事業を執り行っている被告＇．西

19· 



・め実績を元にしたものということであるが，当該実績の裏付けとなる

10 

::: :''"'
，

 
，

 
,· ' 

" ' ' "  
' ,, ,, ' ,, 

',·, 

客観証拠は提出されていないこと，②原告らにおいて本件事業に係るシ

ステム上の情報を元にした原告ら以外の既存パートナーらの売上高が別

紙のシミュレ ー ションの数値には遠く及ばないこと（甲31, 32),

③②の 一方で被告らは既存パートナ ー の売上高に関する情報を収集して

おらず，その平均値の情報も有していないなどと述べるにとどまり，

既存パートナ ー の売上高に関する実績値の平均値に関し特段の立証を

行っていないことからすれば，別紙のシミュレーションの内容は本件

事業のパー·トナ ー の標準的な営業実態にはそぐわないことは優に推認

されるというべきである。

ウ 被告らは，原告らは本件セミナ ー参加時においては副業として本件

事業を行う予定であったのであり，本業底前提とした別紙のシミュレ

ーション（表1)によりパートナー の標準的な収入（売上）を表すもの

であるという認識をもつことはあり得ない旨も主張する。

しかし，本件事業開始時において他の仕事にも従事していたとして

も，収支を利益考量して後日本件事業に専念することも想定して本件

事業にパートナーとして加盟することは通常あり得ること，現に別紙

のシミュレーション（表1·2)の内容は本件事業に専念する、場合及

び他の仕事＼と平行して行う場合双方について記載したものであり，上

20 記1のとおり認められる経過によれば，別紙の表1·2いずれについ

16 

ても本件セミナ ←
の際に説明されていたものと認められ9ることからす

.-- れば，本件セミナ ー 参加時において他の仕事に従事していたか否かに

かかわ..らず，別紙シミュレー ション（表1)に関心を持ち，これによ

りパートナー の標準的な収入（売上）を表すものであるという認識をも

26 つことがあり得ないとは到底いえないから，被告らの主張は理由がない。
乙

また，被告．．は，本件セミナ ー に際しては，稼働状況を本件申込書

20 



10 

及び本件セミナ 一 時の職業確認等で確認じ，他の仕事と平行して行う

副業目的の者に対しては副業を想定した説明に絞って行ったという趣

旨の供述もするが，これを裏付けるに足りる適確な証拠はない（被告

らは本件申込書には申込者の勤務先を記載する欄があることをもって

本業目的の加盟希望者と副業目的の加盟希望者を厳密に分けていたとい

う趣旨の主張をするが，本件申込書は，本業として事業を行う予定か副

業として事業を行う予定かを確認する項目や，これらの別に応じた回答

を申込者が行う項目は特段設けていないから （上記 1 (3)イ），被告らの

上記主張を襄付けるには足りない。かえって，本件事業に関連して原告

らが参加した本件セミナー 当時に発行されていた書籍には，他の事業を

やりながら，これまで最高で月約1 0 0 万円の収益を上げたことなど，
Z 丙

' ,, '· ,, ' ..
本件セミナ ー における被告＇．＇または被告・■の売上高の説明内容と類

., , > 
, , 

似の記載があること（上記 1 (1)イ， (2)イ）からすれば，被告．．の，本
'·: ,'. ,' ' , "  

業として事業を行う予定か副業として事業を行う予定かにより厳密な区

別をしていt� という供述内容は疑わしいものと言わざるを得ない。）.'

., ., ' ., 
" ·'ヽ

16 · .

工 その他，被告らが線々述べるところは上記判断を覆すに足りる事情

には当たらず，理由がない。

(3) 営業不振による閉鎖店舗の存在に関する不告知

この点については，閉鎖店舗に関する積極的な情報提供義務を被告らが負
乙

20 担するとまでは言えないこ 牛

両
と，本件全証拠を精査しても，被告．． 及び被ロ

・鳥おいて，本件セミナーに際し，原告の主張する「上手くいっていない．

・・・・ オーナーは一人もいない」などという説明をしたと認めるに足りる的確な証

拠はないから（原告らの供述のみによって当該事実を認めることはできな

い。），原告らの主張は理由がない。
西

26 (4) 上記2)によれば，被告会社及び被告．．には売上高に関す．る情報提供義務

違反があり，これによって原告らは的確な判断ができないまま本件契約を締

21 



10 

結したのであるから，上記被告ら及び被告会社代表者として本件セミナーを｀乙
開催し，説明を行った被告．． は共同不法行為に基づき，上記義務違反に

より原告らが受けた損害について賠償する責任がある．というべきである。

3 争点(2)・ （損害の発生及び額）について

5 • 弁護士費用を除く原告らの損害は以下のとおり認められる。

(I)加盟金

原告らがそれぞれ本件契約締結に当たって被告らに対し支払った加盟金各

3 1 3 万 9500円•（甲5~7 (枝番を含む）） は被告らの情報提供義務違

反により的確な判断ができないまま本件契約を締結したことによって生じた ・・

損害であるから，上記義務違反と相当因果関係ある損害である。

h
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＇
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26 

(2) システム利用料
A 

原告・■は本件契約
. B 

, 1 に係るシステム利用料として合計 1 2 万 6 9 0 0 円

を，原告•■は本件契約2に係るシステム利用料として合計6万3 9 0 0

円をそれぞれ支払った（．甲5, 6 (枝番を含む））。これらは被告らの情
A B 

報提供義務違反によって本件契約1·2を原告•· 原告．． が締結したこ

とにより生じた損害であり，上記義務違反と相当因果関係ある損害である。

4 争点(3) (過失相殺）について

フランチャイジーになろうとする者は，自己の経営責任の下に事業による利

澗の追求を企図するものである以上，フランチャイザーから提示，開示された

情報の正確性や合理性を検討，吟味した上，必要であればフランチャイザーに

対しさらなる説明や情報の提供を求め，または自ら調査するなどして，最終的

には自己の責任と判断においてフランチャイズ契約を締結するか否かを決すべ

きものである。・ ・

これを本件につい てみると，原告らは，本件契約締結時にはそれぞれ相当程

・度の社会人経験を有していたこと（上記1 (1) 
丙

ア），本件契約締結前に被告．．

及び被告．．と面談の機会があったこと
A 

（甲2 (l~2 8, 原告．． ，原叫-�

22



10 

C 乙
原告・■，被告．． ）からすれば， 上記被告らに対し原告らそれぞれが希望す

る東京都内の地域に即した売上高ゃそれらの数字の根拠，裏付け資料の提出な

どを求めることにより，被告らから提示，開示された情報の正確性や合埋性を

検討，吟味することが可能であった。

5 また，新たにフランチャィジーが開業する場合，開業初期の売上高や安定的

な経営状態に達する時点の売上高には及ばないことも当然予想されるが，原告
A 

·-におい
6 

ては本件事業開始後約9か月， 原告．．においては約6か月という

期間で本件事業に見切りをつけている-
Is 

-とがうかがわれ，原告．．については

原告．．を含めた本件事業のパートナーの経験談を聞くなどして，結局本件事

業を開始しながったことがそれぞれ認められる（上記1 (4))。

＇ したがって，これらの事情を総合考慮して，損害の公平な分担の見地から，

原告らに生じた損害のうち 50% を減じるのが相当である。
: : : .''' 

' ' 

., ' 
，

 J̀
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9
 

9

9

，
 
,

"

.
“

 

A.

9

"

＇

 

5 そうすると，過失相殺後の損害額は認下のとおりとなる。

(1) 原告・•-
., 

" 16 加盟金3 1 3万 9 5 0 0 円，システム利用料 1 2 万 6 9 0 0円の合計

額 3 2 6 万 6 4 0 0 円 XO .. ·5 = 1 6 3 万 3 2 0 0 円

(2) 原告．．
加盟金 3 1 3 万 9 5 0 0 円，システム利用料 6万 3 9 o'0 円の合計額

. 3 2 0万 3400 円 XO. 5=160 万1 7 0 0 円

(3) 原告．．20 

� 

ヽ
‘

26 

加盟金3 1 3万 9 5 0 0 円xo.' 5=156 万 9 7 5 0 円

(4) 弁護士費用

上記の過失相殺後の各損害額に照らすと，被告らの情報提供義務違反と相

当因果関係のある弁護士費用は，原告らそれぞれについて i 6万円と認める

のが相当である。
. A 

(5) 以上によれば，原告．．の損害額は1 7 9万3 2 0 0円，原告·らの損害

23 



C 

額は1 7 6 万1 7 (i 0円，原告a,:,損害額は 1 7 2万9750円である。

第4 結論

以上によれば，原告らの請求はいずれも主文の限度で理由がある。

東京地方裁判所民事第1 5部

5

裁判官 北 ｀ 村 ゆ ’
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別 紙

（表I)'

門ご;
二戸, 5砺祠
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（表2.)

1板置韻碑．ビジネスシュミレ ーション（副業）
• ""ふ．． ど"沢,,,_,.,...ャ.., 「,·,--,-�;,,..、'""'"「'"'""'""-,-···,··,-,.,·,,-,,.勺-�,『,.―,r"'"'"'-"」_...

年収)00万円吟年収24.0万円吟さらなる展開可能 I 

三三□三
t

3 ",. '
 

., " 

レンタカー
遥信費

＇

， 9その他

.. 1 I パートナー費

合計

5干円X·2回·. ., In円

1万円

1万円

3万円

12 =)2万円6万円 x

毎月 s;s万円手元に残る

年間102万円手元に残る

102万円十·144万円=246万円

塁鼈願暉．趨撃� ・万鯉酵
I 

. I 
パートナーのメリット
パートナー以外の自転車を仲介の数が増え
れば増えるだけ、自分が撤去しなくても収
益があがる仕組みが作れる

. . ·__ .:._

自転箪仲介 3り台撒去 x 20人X 300円＝・18万内
, 50台檄去 x 20人X .-300円= 30万l'l •. 

• 100台撤去x 20人. X 30訥= 60万'iii.

�c=·"'"""'""'""'"''·」.
． パートナー制度で手に入れられる成功 60- .

7・

·. . . ·

叫「
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